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ヘイトスピーチ、
許さない。

ヘイトスピーチ、
許さない。

　特定の国の出身者であること又はその子孫であることのみを理由に、日本社会から追い出そうとしたり
危害を加えようとしたりするなどの一方的な内容の言動が、一般に「ヘイトスピーチ」と呼ばれています 。
 　例えば、
(1)　特定の民族や国籍の人々を、合理的な理由なく、一律に排除・排斥することをあおり立てるもの
（「○○人は出て行け」「祖国へ帰れ」など）

(2)　特定の民族や国籍に属する人々に対して危害を加えるとするもの（「○○人は殺せ」「○○人は海
に投げ込め」など）

(3)　特定の国や地域の出身である人を、著しく見下すような内容のもの（特定の国の出身者を、差別
的な意味合いで昆虫や動物に例えるものなど） 出典：法務省ホームページ

ヘイトスピーチってなに？

　特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動、いわゆるヘイトスピーチは、一人ひとりの人権が尊重
され豊かで安心して生活できる成熟した社会を実現する観点から、あってはならないことです。　
　東京都は、平成28（2016）年6月に施行された「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた
取組の推進に関する法律」を踏まえ、平成30（2018）年10月に制定した「東京都オリンピック憲章にうたわ
れる人権尊重の理念の実現を目指す条例」に、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組
の推進のため、都が保有する公の施設の利用制限、拡散防止措置、表現活動の概要等の公表、第三者機関（審
査会）の設置などを明記しました。これらの取組等は、表現の自由などの国民の持つ権利や自由を不当に侵
害しないように留意して実施します。

東京都の取組

　条例に規定する申出による情報提供を受け付けます。
　申出に当たっては、申出事案の概要（①いつ、②どこで、③どのような表現行為か（動画の
URL等）、など）について、記録、証拠を残す観点からメールにより送付してください。

ヘイトスピーチかなと思ったら…

ヘイトスピーチってなに？

東京都の取組

ヘイトスピーチかなと思ったら…

東京都総務局人権部企画課
〒163-8001　東京都新宿区西新宿二丁目８番１号
Email:S0000042（at）section.metro.tokyo.jp 　※（at）を@に変えて送信してください。

問合せ先



東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念
の実現を目指す条例　第 3章
　　　第三章 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進

（趣旨）
第八条　都は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推

進に関する法律（平成二十八年法律第六十八号。以下「法」という。）第四条第
二項に基づき、都の実情に応じた施策を講ずることにより、不当な差別的言動（法
第二条に規定するものをいう。以下同じ。）の解消を図るものとする。

（定義）
第九条　この章において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。
一　公の施設 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二

の規定に基づき、都条例で設置する施設をいう。
二　表現活動 集団行進及び集団示威運動並びにインターネットによる方法その

他手段により行う表現行為をいう。
（啓発等の推進）
第十条　都は、不当な差別的言動を解消するための啓発等を推進するものとする。

（公の施設の利用制限）
第十一条　知事は、公の施設において不当な差別的言動が行われることを防止す

るため、公の施設の利用制限について基準を定めるものとする。
（拡散防止措置及び公表）
第十二条　知事は、次に掲げる表現活動が不当な差別的言動に該当すると認める

ときは、事案の内容に即して当該表現活動に係る表現の内容の拡散を防止する
ために必要な措置を講ずるとともに、当該表現活動の概要等を公表するものと
する。ただし、公表することにより第八条の趣旨を阻害すると認められるとき
その他特別の理由があると認められるときは、公表しないことができる。
一　都の区域内で行われた表現活動
二　都の区域外で行われた表現活動（都の区域内で行われたことが明らかでな

いものを含む。）で次のいずれかに該当するもの
ア 都民等に関する表現活動
イ アに掲げる表現活動以外のものであって、都の区域内で行われた表現活動

に係る表現の内容を都の区域内に拡散するもの
2　前項の規定による措置及び公表は、都民等の申出又は職権により行うものとす

る。
3　知事は、第一項の規定による公表を行うに当たっては、当該不当な差別的言動

の内容が拡散することのないよう十分に留意しなければならない。
4　第一項の規定による公表は、インターネットを利用する方法その他知事が認め

る方法により行うものとする。
（審査会の意見聴取）
第十三条　知事は、前条第一項各号に定める表現活動が不当な差別的言動に該当

するおそれがあると認めるとき又は同条第二項の規定による申出があったとき
は、次に掲げる事項について、審査会の意見を聴かなければならない。ただし、
同項の規定による申出があった場合において、当該申出に係る表現活動が同条
第一項各号のいずれにも該当しないと明らかに認められるときは、この限りで
ない。
一　当該表現活動が前条第一項各号のいずれかに該当するものであること。
二　当該表現活動が不当な差別的言動に該当するものであること。

2　知事は、前項ただし書の場合には、速やかに審査会に報告しなければならない。
この場合において、審査会は知事に対し、当該報告に係る事項について意見を
述べることができる。

3 知事は、前条第一項の規定による措置又は公表を行おうとするときは、あらか
じめ審査会の意見を聴かなければならない。

（審査会の設置）
第十四条　前条各項の規定によりその権限に属するものとされた事項について調

査審議し、又は報告に対して意見を述べさせるため、知事の附属機関として、
審査会を置く。

2　審査会は、前項に定めるもののほか、この章の施行に関する重要な事項につい
て調査審議するとともに、知事に意見を述べることができる。

（審査会の組織）
第十五条　審査会は、委員五人以内で組織する。
2　審査会の委員は、知事が、学識経験者その他適当と認める者のうちから委嘱す

る。
3　委員の任期は二年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。
（審査会の調査審議手続）
第十六条　審査会は、知事又は第十三条第一項若しくは第三項の規定により調査

審議の対象となっている表現活動に係る第十二条第二項の規定による申出を
行った都民等に意見書又は資料の提出を求めること、適当と認める者にその知っ
ている事実を述べさせることその他必要な調査を行うことができる。

2　審査会は、前項の表現活動を行った者に対し、相当の期間を定めて、書面によ
り意見を述べる機会を与えることができる。

3　審査会は、必要があると認めるときは、その指名する委員に第一項の規定によ
る調査を行わせることができる。

（審査会の規定に関する委任）
第十七条　前三条に定めるもののほか、審査会の組織及び運営並びに調査審議の

手続に関し必要な事項は、知事が別に定める。
（表現の自由等への配慮）
第十八条　この章の規定の適用に当たっては、表現の自由その他の日本国憲法の

保障する国民の自由と権利を不当に侵害しないように留意しなければならない。 

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた
取組の推進に関する法律（平成 28年法律第 68号）
目次
　前文
　第一章　総則（第一条ー第四条）
　第二章　基本的施策（第五条ー第七条）
　附則
　我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由
として、適法に居住するその出身者又はその子孫を、我が国の地域社会から排除す
ることを煽

せ ん

動する不当な差別的言動が行われ、その出身者又はその子孫が多大な苦
痛を強いられるとともに、当該地域社会に深刻な亀裂を生じさせている。
　もとより、このような不当な差別的言動はあってはならず、こうした事態をこの
まま看過することは、国際社会において我が国の占める地位に照らしても、ふさわ
しいものではない。
　ここに、このような不当な差別的言動は許されないことを宣言するとともに、更
なる人権教育と人権啓発などを通じて、国民に周知を図り、その理解と協力を得つ
つ、不当な差別的言動の解消に向けた取組を推進すべく、この法律を制定する。
　　　第一章　総則

（目的）
第一条　この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題

であることに鑑み、その解消に向けた取組について、基本理念を定め、及び国
等の責務を明らかにするとともに、基本的施策を定め、これを推進することを
目的とする。

（定義）
第二条　この法律において「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」とは、専ら

本邦の域外にある国若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に
居住するもの（以下この条において「本邦外出身者」という。）に対する差別的
意識を助長し又は誘発する目的で公然とその生命、身体、自由、名誉若しくは
財産に危害を加える旨を告知し又は本邦外出身者を著しく侮蔑するなど、本邦
の域外にある国又は地域の出身であることを理由として、本邦外出身者を地域
社会から排除することを煽動する不当な差別的言動をいう。

（基本理念）
第三条　国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性に対する

理解を深めるとともに、本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない社会の
実現に寄与するよう努めなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）
第四条　国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関す

る施策を実施するとともに、地方公共団体が実施する本邦外出身者に対する不
当な差別的言動の解消に向けた取組に関する施策を推進するために必要な助言
その他の措置を講ずる責務を有する。

２　地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組
に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じた施策を講
ずるよう努めるものとする。

　　　第二章　基本的施策
（相談体制の整備）
第五条　国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ず

るとともに、これに関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要
な体制を整備するものとする。

２　地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、
本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、
これに関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備
するよう努めるものとする。

（教育の充実等）
第六条　国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動

を実施するとともに、そのために必要な取組を行うものとする。
２　地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、

本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施する
とともに、そのために必要な取組を行うよう努めるものとする。

（啓発活動等）
第七条　国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、

国民に周知し、その理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実
施するとともに、そのために必要な取組を行うものとする。

２　地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、
本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、住民に周知
し、その理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとと
もに、そのために必要な取組を行うよう努めるものとする。

　　　附　則
（施行期日）
１　この法律は、公布の日から施行する。

（不当な差別的言動に係る取組についての検討）
２　不当な差別的言動に係る取組については、この法律の施行後における本邦外出

身者に対する不当な差別的言動の実態等を勘案し、必要に応じ、検討が加えら
れるものとする。

ヘイトスピーチ、許さない。


